
末尾資料 〔Ｑ6-5 関係〕 
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ストレスチェックの実施義務の対象になる｢常時50
人以上の労働者を使用する事業場｣の 

定義 1 

• 本条(労働安全衛生法施行令第2条)で｢常時
当該各号に掲げる数以上の労働者を使用す
る｣とは、日雇労働者、パートタイマー等の臨時
的労働者の数を含めて、常態として使用する
労働者の数が本条各号に掲げる数以上である
ことをいうものであること。(昭47･9･18基発602) 

• (派遣中の労働者についての取扱い)派遣中の
労働者に関しての・・・産業医の選任の義
務・・・当該事業場の規模の算定に当たっては、
派遣先の事業場及び派遣元の事業場双方に
ついて、それぞれ、派遣中の労働者の数を含め
て、常時使用する労働者の数を算出するもの
であること。…派遣先事業者…当該事業場の
規模の算定に当たっては、派遣先の事業場に
ついて、派遣中の労働者の数を含めて、常時
使用する労働者の数を算出するものであること。
(昭61･6･6基発333、昭63･10･1基発652) 

〔Ｑ0-13/Ｑ19-10 関係〕 
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• 常時10人以上の労働者を使用するとは、時と
しては10人未満になることはあっても、常態とし
て10人以上の労働者を使用しているという意味
…常時は8人であっても、繁忙期等においてさら
に 2､3人雇い入れるという場合は、含まれない。
(平22年版-労働法コメンタール3-労働基準法
[下] 892p) 

• “マニュアル” 4p 

  衛生管理者や産業医の選任義務と同様、常
時50人以上の労働者を使用する事業場にストレ
スチェック制度の実施義務があります。この場合の
｢労働者｣には、パートタイム労働者や派遣先の派
遣労働者も含まれます。 

• “マニュアル” 98p 

  ストレスチェックの実施義務や実施状況の報告
義務がある｢常時50人以上の労働者を使用する
事業者｣に該当するか否かを判断する際には、
パートタイム労働者や派遣先における派遣労働者
も含めて事業場の労働者の数を数えます。 

ストレスチェックの実施義務の対象になる 
｢常時50人以上の労働者を使用する事業場｣の

定義 2 
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• Ｑ＆Ａ  Ｑ0-13 

Ａ  労働安全衛生法第66条の10に基づくストレ
スチェックは、労働安全衛生法施行令第５条に示
す「常時50人以上の労働者を使用する事業場」
に実施義務が課されています。この場合の「常時
使用している労働者が50人以上いるかどうか」の
判断は、ストレスチェックの対象者のように、契約期
間（１年以上）や週の労働時間（通常の労働者の
４分の３以上）をもとに判断するのではなく、常態と
して使用しているかどうかで判断することになります。 

  したがって、例えば週１回しか出勤しないような
アルバイトやパート労働者であっても、継続して雇
用し、常態として使用している状態であれば、常
時使用している労働者として50人のカウントに含め
ていただく必要があります。 

ストレスチェックの実施義務の対象になる 
｢常時50人以上の労働者を使用する事業場｣の

定義 3 
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ストレスチェックの実施対象になる 
｢常時使用する労働者｣ 1 

“通達” 

第3 細部事項(労働安全衛生規則関係) 

 3 心理的な負担の程度を把握するための検査(第52条の 

   9から第52条の15まで関係) 

(1) ストレスチェックの実施方法(第52条の9関係) 

イ 事業者がストレスチェックを行うべき｢常時使用する労働
者｣とは、次の①及び②のいずれの要件をも満たす者である
こと。 

① 期間の定めのない労働契約により使用される者(期間の
定めのある労働契約により使用される者であって、当該契約
の契約期間が1年以上である者並びに契約更新により1年
以上使用されることが予定されている者及び1年以上引き続
き使用されている者を含む)であること。 

② その者の１週間の労働時間数が当該事業場において
同種の業務に従事する通常の労働者の１週間の所定労働
時間数の４分の３以上であること。 

 なお、1週間の労働時間数が当該事業場において同種の
業務に従事する通常の労働者の1週間の所定労働時間数
の4分の3未満である短時間労働者であっても、上記①の要
件に該当し、1週間の労働時間数が、当該事業場において
同種の業務に従事する通常の労働者の1週間の所定労働
時間数の概ね2分の1以上である者に対しては、ストレス
チェックを実施することが望ましいこと。 
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ストレスチェックの実施対象になる 
｢常時使用する労働者｣ 2 

“マニュアル” 
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｢心理的な負担の程度を把握するための検査結
果等報告書｣(様式第6号の2)の｢在籍労働者数｣ 

• “マニュアル” 98p 

・・・様式第6号の2の｢在籍労働者数｣欄には、ストレスチェックの実施
時点(実施年月の末日現在)でのストレスチェックの実施義務の対象
となっている者の数(常時使用する労働者)を記載する必要がある(1
週間の所定労働時間数が、通常の労働者の3/4未満であるパート
タイム労働者や、派遣先における派遣労働者は含めない)ので、注
意してください。 

 

• Ｑ＆Ａ  Ｑ19-10 

Ａ  労働基準監督署への報告は、法令に定められている事項の実
施状況を確認するためのものです。したがって、労働基準監督署に
報告いただく様式の「在籍労働者数」の欄に記載するのは、ストレス
チェックの実施時点（実施年月の末日現在）でのストレスチェック実施
義務の対象となっている者の数（常時使用する労働者数）となります。 

  具体的には、正規労働者及び以下の条件をどちらも満たすパー
ト・アルバイトの数を記載していただくことになりますので、派遣先にお
ける派遣労働者や、以下の条件に満たないパート・アルバイトは在籍
労働者数に加えていただく必要はありません。 

① 期間の定めのない労働契約により使用される者（期間の定めの
ある労働契約により使用される者であって、当該契約の契約期間が
１年以上である者並びに契約更新により１年以上使用されることが
予定されている者及び１年以上引き続き使用されている者を含む。）
であること。 

② その者の１週間の労働時間数が当該事業場において同種の業
務に従事する通常の労働者の１週間の所定労働時間数の４分の３
以上であること。 
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｢在籍労働者数｣ 
 
 ストレスチェックの実
施時点(実施年月の
末日現在)でストレス
チェックの実施対象に
なる常時使用労働者 
の数を記載。 
 1週間の所定労働
時間数が通常の労働
者の3/4未満である
パートタイム労働者や、
派遣先における派遣
労働者は含めない。 

｢検査を受けた労働
者数｣｢面接指導を受
けた労働者数｣は｢在
籍労働者数｣(ストレ
スチェックの対象労働
者数)の”内数”になる
こと。 

ストレスチェック実施義務がある｢常時使用する労働
者数が50人以上｣は1週間の所定労働時間数が通
常の労働者の3/4未満であるパートタイム労働者や、
派遣先における派遣労働者を含め、常態として雇用
(使用)している者の数で判断する。 
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